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今後の埼玉県のＮＰＯ政策に関しての提案 

 

１ 提案書の趣旨 

 埼玉県は平成１４年度に「ＮＰＯネットワーク懇話会」を設置しました。この懇話会は６回に

及ぶ議論を経て平成１５年２月に「ＮＰＯと行政との協働について」の報告書をとりまとめまし

た。埼玉県はこの報告書をもとに冊子「ＮＰＯとの協働・初めの一歩」（自治体職員向け実務手引

書）を作成し、県下全市町村に配布しました。これを機に、埼玉県及び各市町村において行政と

ＮＰＯとの協働の必要性の議論が高まりを見せ始めました。 
 私たち埼玉ＮＰＯ協働戦略プロジェクト（以下、プロジェクトと呼ぶ）は、前述の「ＮＰＯネ

ットワーク懇話会」委員の有志及びＮＰＯ活動推進に志ある人たちが集い、上記報告書作成後の

フォローアップを目的として、今後の埼玉県におけるＮＰＯと行政の協働のあり方について議論

を重ねてきた民間のプロジェクトチームです。 
平成１５年９月の上田県政誕生後、県のＮＰＯ政策は大きな進展を見せています。これまでに

ＮＰＯに関する基金が設置されるなど、ＮＰＯの活動についての支援体制は次第に整いつつあり

ます。私たちはそのような県のＮＰＯ政策の過程を検証し、「ＮＰＯと行政との協働について」の

報告書発表から２年余が経過した今、何が変わって、何が変わっていないかの議論を続けてまい

りました。そして、これからの埼玉県におけるＮＰＯ政策についての提案を行うことを目的とし

て本提案書を作成しました。 
 
 
 
 
 



２ 報告書作成以降の埼玉県のＮＰＯ政策 

報告書作成後、埼玉県のＮＰＯ政策については、次のような動きがありました。上田知事が埼

玉県知事に就任し、上田マニフェストに「ＮＰＯ支援基金、条例の制定を行います」という政権

公約が掲げられ、ＮＰＯ政策は、埼玉県政における重要な政策課題になりました。平成１５年１

１月１２日、｢埼玉のＮＰＯと行政との新しい関係をめざして～上田知事を囲んで～」を行い、埼

玉県の歴史で初めて、「ＮＰＯと知事の対話」が実現し、県内のＮＰＯと上田知事が意見の交換を

しました。 
その後、埼玉県の事業として次の事業が行われています。ＮＰＯの育成や協働の推進を支える

意欲的な姿勢を強く打ち出した内容であると考えられます。 
 
（平成１７年９月末日までの実績） 
○ＮＰＯ支援システム勉強会  
 平成１５年１０月３１日以降、４回開催された。10/31,11/17,12/16,3/23 
○ＮＰＯ支援システム意見交換会 
 平成１５年１１月２５日、浦和コルソで開催された。 
○埼玉県ＮＰＯ懇話会 
 平成１６年５月１１日以降、９回開催された。5/11,6/29,7/29,8/29,10/26,3/24,4/26,6/7,6/28 
○埼玉県ＮＰＯ活動促進助成運営委員会 
 平成１６年５月１８日以降、１０回開催された。5/18,6/4,8/6,8/29,11/9,1/17,3/24,4/19,7,21,8/5 
○ＮＰＯ活動情報サポート検討委員会 
 平成１５年８月２７日以降、４回開催された。8/27,10/21,1/27,2/17 
  「ＮＰＯ活動を支援する総合的な情報提供システムについて」の報告書を作成、提出した。 
○ＮＰＯネットワーク研究会 
 平成１６年１０月２９日以降、２回開催された。10/29,3/22 
○ＮＰＯ活動情報サポートシステム運営委員会（旧：ＮＰＯネットワーク研究会) 
 平成１７年６月１４日以降、２回開催された。6/14,8/23 
 
上田知事の下で行われた主なＮＰＯ事業 
○ＮＰＯ基金（平成１６年４月設置） 
埼玉県が１億円を拠出、県民・企業からの寄付と併せて、ＮＰＯの活動の財政的な支援を行う

ＮＰＯ基金が設置された。 
○ＮＰＯ活動促進助成事業の創設 
ＮＰＯ法人を立ち上げる団体及びＮＰＯ活動をこれから本格的に展開しようとするＮＰＯ法人

に対する財政支援を行う助成金制度が創設された。 
平成１７年度前期までの助成実績  
ＮＰＯ法人設立支援助成：スタートダッシュ事業 ３３ 団体 （応募総数：１２１団体) 
ＮＰＯ活動本格化支援助成：ステップアップ事業 １３ 団体 （応募団体：７８団体） 

 



（平成１７年度新規事業） 
平成１７年度からは、ＮＰＯ基金への寄附者の意向を反映した分野指定枠を設け、「分野指

定枠」として、分野別寄附金の金額が５０万円以上の分野に該当するまちづくり、環境保

全、農業の３分野の事業について、その他の分野である一般枠とは別枠に助成を行うこと

とした。 
○ＮＰＯ協働提案推進事業の創設 
行政とＮＰＯとの協働を推進するため、ＮＰＯから協働事業についての提案を募集し（４００

万円以内１件）、採択された事業について、県から提案ＮＰＯに事業が委託された。 
平成１６年度実施事業 『防災まちづくりのための地理情報システムの整備』 
           特定非営利活動法人・彩の国ＧＩＳ研究所  
 平成１７年度実施事業 ◇テーマ部門 

『森と県民を結ぶ「埼玉の木の銀行構想」プラットフォーム形成調査』 
特定非営利活動法人・木の家だいすきの会 
◇自由部門 

『とよあしはらプロジェクト』 
特定非営利活動法人・とよあしはら 

○ＮＰＯオフィスプラザの開設（平成１６年８月２９日） 
ＮＰＯ活動の拠点となるオフィスが、県有施設の旧大宮土木事務所に開設され、ＮＰＯに提供

された（入居期間３年、１６団体が入居） 
○ＮＰＯ活動情報サポート事業（平成１７年７月稼働） 

ＮＰＯ・ボランティア活動を支援する総合的な情報提供システムとして、平成１７年７月

から「ＮＰＯ情報ステーション」がインターネット上に開設された。全面稼働は平成１９

年度の予定である。 
    （１） ＮＰＯの団体情報等データベースの制作 
  （２） 掲示板機能の制作 
   （３） 事業報告書等縦覧・閲覧システムの制作 
  （４） 電子会議室、メール配信機能等の制作 
○ＮＰＯ意見交換会 

 埼玉県内各地域でＮＰＯとの意見交換会を開催した。 
 比企(7/15)、秩父（7/28）、西部(9／15)、北埼玉(9／16)、大里（9/２１）、中央（9/22）、東部（9/29） 
○ 平成１７年４月以降、埼玉県地域創造センターでも「特定非営利活動法人の認証及び相談

事務」を行うようになった。 

 
 
 
 
 
 



３ 報告書作成から２年経過しての変化 

 報告書作成から２年が経過し、ＮＰＯをめぐる状況にどのような変化が起きたのでしょうか。

プロジェクトでは、メンバーの議論により、状況の変化を次の表にまとめました。総括すれば、

ＮＰＯの存在は県内に着実に浸透しており、ＮＰＯと行政の協働も進みつつあるものの、課題も

未だ多い状況にあります。 
 
（１）ＮＰＯをめぐる状況はどのように変わってきたか 
埼玉県内のＮＰＯの数は確実に増えています。県内において、ＮＰＯが主体となって様々な試

みが行われつつあります。例えば、高齢者の介護、障害者の自立支援、子どものひきこもりや不

登校、外国籍県民の支援、自然環境保護など行政だけでは解決できない分野において、ＮＰＯは

確実に実績を積み重ねています。 
県民に対して、ＮＰＯという存在は認知されつつあります。ＮＰＯの数の増大と活動の拡大に

より、関心があれば誰でもＮＰＯに参加することが可能となりました。ＮＰＯを通じた県民の間

の新しいつながりも生まれつつあります。また、自治会などの地縁団体とＮＰＯが連携を図る例

も出てきています。大学や企業との関係でも、ＮＰＯと協働して公共への貢献や社会問題解決に

取り組もうという動きも出てきています。 
 その一方、ＮＰＯの存在について、一般の人にとって、認知はされているものの、気軽に参加

できる雰囲気ではない状況にあります。地域との関係についても、全体としては、まだまだ地縁

団体や地域グループとの連携は部分的なものになっています。大学とＮＰＯの関わりについても、

さらに拡大していくことが期待されます。企業との関係は、企業の社会貢献や公共性のあり方に

関して、ＮＰＯとの違いや関わりを含めて、さらに議論をする必要があります。 
 
（２）ＮＰＯと行政の協働はどこまで進んだのか 
 報告書の作成後、ＮＰＯと行政の協働はどこまで進んだのでしょうか。上田県政の誕生やＮＰ

Ｏの活動を期待する社会的な動きから、この２年間行政のＮＰＯの認知は確実に進んだと言えま

す。ＮＰＯを通じて、市民と行政の距離が縮まってきました。教育、福祉、環境などの分野を中

心に、ＮＰＯは行政ができない分野を確実に担ってきています。行政との関わりが、反対・要求・

迎合から共通の問題解決に変わりつつあります。 
 ＮＰＯが行政の縦割りを崩している面もあります。これまで、地域で課題を抱えた人は、行政

の政策の「対象」であり、行政の縦割り構造の中で「対応」をされてきました（例えば不登校の

問題は、中学校を卒業する３月３１日までは教育委員会で、翌日からは首長部局で対応すること

になります）。しかしＮＰＯが課題を抱えた人と行政をつなぐことにより、行政の中の縦割りを超

えて、その人の問題解決を図ろうという動きが出つつあります。 
 埼玉県におけるＮＰＯの位置づけはどのように変わったでしょうか。上田知事のマニフェスト

にＮＰＯが掲げられてから、県職員にとってＮＰＯ政策は重要だという意識は強まりました。 
担当する職員の数や予算も確実に増えました。基金や支援制度などは充実しました。県職員の間

でも、行政だけが頑張っても問題を解決できないという危機感を感じている人が多くなってきて

います。ＮＰＯとの協働を真剣に考える職員も出てきています。 



 埼玉県内の市町村においても、市民との協働が盛んになってきています。これまで全く見向き

もしなかったＮＰＯをパートナーとして見ている自治体も多くなってきています。まだら模様で

あるが、関心は次第に濃くなってきています。首長や議員などの政治家にもＮＰＯに関心のある

人は多くなっています。 
 その一方、一部の職員の意識は変わりつつあるものの、職員の意識はまばらで、変わっていな

い職員も多いのが現状です。行政優位の意識が根強く、ＮＰＯを行政の下請けとしか考えない職

員も多い状況です。「ＮＰＯへの業務委託＝協働」と考えられている傾向があります。また単年度

の予算制度など、既存の行政制度そのものがＮＰＯとの協働になじまない面もあります。 
 市町村のＮＰＯ政策は、ブームに乗り遅れるなという意識が強く、上滑りの傾向があります。

その一方、ＮＰＯに無関心という自治体も未だ多い状況です。ＮＰＯについての知識が不足し、

ＮＰＯとどのようにしてつき合って良いか分からない自治体や職員が多いのが現状と言えます。

その結果、安上がりの業者という意識でＮＰＯを捉えている例もかなりの数で存在します。首長

や議員についても、行政と同様にＮＰＯについての知識が不足しています。政策レベルでの連携

を図ろうという動きは、少ない状況です。 
 
 表 報告書作成から２年が経過し、ＮＰＯと行政はどのように変わったか 
 プラス面 マイナス面 

ＮＰＯ ＮＰＯ法人数は増えている（平成１７年７月３１日現

在、埼玉県６８５団体、全国２２７６１団体） 

県内で様々な試みが行われつつある 

気軽にＮＰＯを作れるようになってきている 

高齢者介護、障害者の自立支援、ひきこもりや不登校

など行政だけでは解決できない分野では確実に実績を

積み重ねている 

行政の縦割り構造の中で系列化されて活動する面があ

る 

行政の下請け機関となっているＮＰＯがある 

非営利・公益追求というＮＰＯ本来の趣旨から離れた

活動をするＮＰＯが出ている 

 

県民 ＮＰＯの存在について認知はされてきつつある 

関心があれば、誰でもＮＰＯに参加することが可能に

なった 

行政との関わりが、反対・要求・迎合から共通の問題

解決に変わりつつある 

認知はされてきているものの、一般の人にとって、ま

だ、ＮＰＯに気軽に参加できる雰囲気ではない 

外に開かれていない、閉鎖的なＮＰＯも増えている 

ＮＰＯに悪いイメージを持つ人も出てきている 

地域   

地縁団

体 

地縁団体とのつながりが出てくる例が出てきた 全体としては、まだまだ、ＮＰＯと地縁団体とはつな

がっていない  

地縁団体からは無視ないしは無関心が多い 

 

 
ボラン

ティア

グルー

プ 

ＮＰＯが様々な地域グループをつなぐことにより、高

齢者介護や子育てのような地域の課題に取り組む新し

い動きが出てきた 

ＮＰＯ，社協、公民館が連携してボランティアグルー

プのコーディネートをする例が出てきた 

ボランティアグループ同士、ＮＰＯと連携することに

より、それぞれの問題解決につながっていくことの可

能性の認識を共有できていない、またその機会も少な

い 

大学 ＮＰＯ、県民と協働して研究や社会問題解決に取り組

もうという大学も出てきている 

ＮＰＯのコーディネートにより、学生が地域で活動す

る例も出てきている 

まだまだ大学全体として社会と関わりを持とうとする

意識は少ない 

地域で活動する大学生も少ない 

企業 社会貢献としてＮＰＯへの支援を行う企業が増えてき

た 

ＮＰＯと連携して公共的価値を実現しようという企業

が出てきている 

ＮＰＯをつくって社会貢献をしようという企業が出て

きている 

営業力強化の隠れ蓑としてＮＰＯを設置する企業が出

てきている 

企業のＮＰＯへの関心は未だ低い 

行政 ＮＰＯへの行政の認知が進んだ 

市民と行政の距離が縮まった 

市民が自ら公共を担うべきという意識は高まりつつあ

る 

行政ができない分野を確実に担ってきている 

ＮＰＯが行政の縦割りを崩している面もある 

行政優位の考え方も根強い 

ＮＰＯを下請け機関と考えている 

業務委託＝協働と考えている 

委託以外の協働の方法が少ない現実がある 

単年度の予算制度が前提となった協働しかしない 



県 上田知事マニフェストから、ＮＰＯ政策は重要だとい

う意識は生まれた 

職員の数、予算、基金など確実に増えた 

行政だけではどうしようもないという危機感を感じて

いる職員も多い 

ＮＰＯとの協働に真剣に取り組む職員も出てきている 

協働を形式的に捉えている職員も多い 

まだ意識が変わっていない職員も多い 

ＮＰＯとの協働に組織として取り組むというレベルに

達していない 

予算制度など、既存の行政制度がＮＰＯとの協働にな

じまない面もある 

 

市町村 ＮＰＯとの協働が増えてきている 
全く見向きもしなかったＮＰＯをパートナーとして見

るようになってきている 

市町村によって差があるが、関心は次第に濃くなって

きている 

ブームに乗り遅れるなという意識が強く、上滑りして

いる 

ＮＰＯとどうしてつき合って良いか分からない自治体

や職員も多い 

ＮＰＯに無関心という自治体も多い 

熱心な担当の力で仕事をしている例が多い 

安上がりの業者という意識でＮＰＯを捉えている例も

ある 

政治家 
(首長・議員) 

ＮＰＯに関心のある首長は多い 

議員も好意的な人も多い 

ＮＰＯについて、本当の意味で理解している人は少な

い 

政策レベルでのＮＰＯとの連携の例は少ない 

意識的に発言を避ける議員もいる 

                         プロジェクトメンバーの議論により作成 
 
 

４ 今後の埼玉県のＮＰＯ政策のあり方 

 「ＮＰＯと行政との協働」報告書発表から２年が経過し、埼玉県のＮＰＯ政策やＮＰＯと行政

の協働については、問題もあるものの確実に進んできたと考えられます。今回のプロジェクトメ

ンバーの議論を踏まえ、私たちは今後の埼玉県のＮＰＯ政策について、次のような方向性で進め

ていくことが重要と考えます。 
 
（１）ＮＰＯと行政の協働の意義の再確認 
 この２年間、埼玉県内におけるＮＰＯと行政と協働は確実に進んできました。埼玉県における

ＮＰＯ支援策も充実し、埼玉県内におけるＮＰＯの占める存在は大きなものとなってきています。  
しかし、行政職員、県民、そしてＮＰＯ自身について、ＮＰＯと行政の協働の意義が理解されて

いるかというと、道半ばと言わざるを得ません。未だ、行政において、ＮＰＯは行政のコスト削

減の手段として捉えられる職員が多く、ＮＰＯも行政の下請けに甘んじる例も多いと思われます。 
地域における問題は多種多様です。これらの問題を解決していくためには、県民自らが当事者

意識をもって行動していくことが必要です。そして問題の解決には、問題を多面的に捉え、地域

の資源を積極的に活用していくことが重要です。行政だけの視点では、問題を解決することが困

難な時代となっています。地域の問題解決のエンジンとしてＮＰＯと行政が協働していくことが

重要です。行政、県民、ＮＰＯ自身が、ＮＰＯと行政は、地域が抱える問題を一緒に解決してい

くパートナーであるという意識を持つ必要があります 
 関係者の意識を変えていくには、どのようなことが必要でしょうか。時間がかかりますが、Ｎ

ＰＯと行政の協働を通じて、意識を変えていくことが一番大切なことと考えます。様々な地域の

課題について、ＮＰＯと行政のメンバーが対等の立場で検討を行う場を増やす必要があります。

その際は、最初から「結論ありき」ではなく、白紙の状況から共に考えていくことが必要です。 
 
 



（２）「人と人とをつなげていく」ことの重要性 
 会議のメンバー１人１人が地域で活動していて感じるのは、地域におけるコミュニケーション

の断絶です。家庭や個人が孤立していて、問題が起きると家庭の弱点が一気に顕在化し、崩壊を

起こす例を数多く見てきました。子どもへの虐待やひきこもり、ホームレスなどの問題は、地域

における人々の孤立化の表れの一つであると言えます。これらの問題に対して、行政は職員の数

や予算の制約など、十分な対応を行うことができない状況にあります。 
家庭や個人の問題を解決していくためには、家庭や個人だけで問題を考えるのではなく、同じ

地域に住む人、同じ問題を抱える人達が、問題を他人ごとであると考えずに、共通の問題と考え、

解決を図っていくことが必要です。いかにして、人と人の間をつなげていくかが重要な課題とな

ります。ＮＰＯの存在は、地域のボランティアグループと共に、人と人をつなぐ接着剤として重

要な役割を果たすと考えます。  
 
（３）新しい課題をいかに掘り起こし、解決していくか 
 社会が大きく変化する中、埼玉県民１人１人が安心して生活していくためには、地域に次々と

発生する課題に対して、できるだけ早くその所在を確認し、対応を図っていくことが重要です。

例えば、不登校、高校中退、引きこもり、ニート等の若者たちに関わる社会不安の要因、少子高

齢化が急速に進む中での福祉のあり方、子育て支援のあり方等についても、いち早く課題を分析

し、解決の方向性を示し、解決を行っていくことが必要です。しかし、行政だけで新しい課題を

掘り起こし、解決していくことには限界があります。従って、課題が生じている源、謂わば現場

に最も近いＮＰＯが行政と共に課題解決について考えていくことが必要になります。 
上記のことを熟慮するとき、「埼玉県庁が優れた経営体」として発展しいくためにはＮＰＯと行

政が「同じ土俵」の上に立ち、「ＮＰＯと行政の協働」をより積極的に行うことが絶対・必須条件

となります。 
 
（４）新たな地域資源の発掘 
 地域の問題を解決していくためには、現在の地域にある人的資源だけでは不足しています。新

たな地域資源を掘り起こしていくことが必要です。これまでＮＰＯは、地域の人的資源の発掘に

ついて重要な役割を果たしてきました。 
今後、いわゆる団塊の世代が定年退職をすることになり、地域に戻ってくることになります、

これらの人が地域問題解決のために活躍できるような場をいかに確保していくかが重要となりま

す。ＮＰＯは、団塊の世代の地域への回帰に、大きな役割を果たすことが期待されています。 
 
 
 
 
 
 
 



５ 今後の埼玉県のＮＰＯ政策に関する７つの提案 

 プロジェクトの議論を踏まえて、今後の埼玉県のＮＰＯ政策のために、以下のとおり、７項目

の提案を行います。 
 
（１）「ＮＰＯと行政の協働委員会」の設置 
現在のＮＰＯ懇話会の現状は、県のＮＰＯ助成事業の審査などが中心で、今後のＮＰＯのあり

方や戦略を議論する場が少ない。ＮＰＯと行政職員が対等の立場で議論する「ＮＰＯと行政の協

働委員会」を設置し、埼玉県全体のＮＰＯ政策とその評価について議論をしてはどうか。 
 
（２）「ＮＰＯと行政担当者の分野別・目的別の分科会」の設置 
従来の行政の縦割り構造を超えて、子育て（教育を含む）、障がいのある人（教育を含む）、高

齢者、環境、まちづくりなどの分野別・目的別の問題を解決のために、ＮＰＯと行政が協働して

議論を行う分野別・目的別分科会を設置して、情報交換と問題解決のための議論をしてはどうか。 
 
（３）「埼玉県ＮＰＯ基本条例」の制定 
埼玉県における県のＮＰＯに関わる基本政策を示し、ＮＰＯと行政の協働のあり方を示す、「埼

玉県ＮＰＯ基本条例」を制定してはどうか。 
 
（４）「埼玉のＮＰＯ白書」の作成 
毎年、埼玉県内のＮＰＯ活動状況や行政の協働の状況について調査や分析、優れた事例を紹介

する「埼玉のＮＰＯ白書」を作成し、これからのＮＰＯと行政の協働の展開に活かしてはどうか。   
 
（５）ＮＰＯの活動状況を県のＨＰ上で確認できるシステムの確立 
ＮＰＯの活動の透明性を向上していくためには、情報の公開が必要である。提出が義務づけら

れている報告書を県のＨＰ上で公開してはどうか。 
 
（６）「団塊の世代の地域参画プロジェクト」の策定 
平成１９年度からいわゆる団塊の世代の大量退職が始まるが、団塊の世代の地域への参加を促

し、新たな地域の人的資源を発掘するため、ＮＰＯへのインターン制度を中核にした「団塊の世

代の地域参画プロジェクト」を策定してはどうか。 
 
（７）ＮＰＯへの県職員・教職員の研修派遣 
 県職員及び教職員の意識変革のために、３か月～１年程度の期限で研修派遣をする制度をつく

ってはどうか。 
  
以上のとおり、今後の埼玉県のＮＰＯ政策について提言を行います。 
上田知事におかれましては是非、本提言を今後における埼玉県のＮＰＯ政策構築に活かしてい

ただき、実効あるＮＰＯ事業の実現に向かって邁進していただくことを切にお願い申し上げます。 
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